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研究成果の概要（和文）：健康行動や肥満について、日本では職階による格差が横断的に認められなく、また、
縦断的にみても拡大傾向はなかった。しかし、英国およびフィンランドでは、職階による格差が横断的に認めら
れ、さらに縦断的に拡大する傾向にあった。心理社会的ストレスや精神的身体的健康度については、日本、英
国、フィンランドにおいて程度の差こそあれ職階による格差が横断的に認められた。縦断的には、英国とフィン
ランドにおいて健康格差は拡大したが、日本では明らかではなかった。社会経済的要因による健康格差やその背
景には、国家間の異同があり、日本の格差やその背景を反映した健康施策が求められる。

研究成果の概要（英文）：No significant employment-grade differences in health behaviours and obesity
 were observed in Japan and the differences did not widen longitudinally. In Britain and Finland, 
clear employment-grade differences in health behaviours and obesity were observed, and the 
differences became wide over time. There were employment-grade differences in psychosocial stress 
and physical and mental functioning in Britain, Finland and Japan, and the magnitude and patterns of
 the difference differ across countries. In addition, while the differences in Britain and Finland 
became wide over time, the difference did not hardly change in Japan. This study showed that 
socioeconomic differences in health and the underlying mechanisms may differ across countries, which
 suggests that country specific public health policies are needed to reduce health inequalities. 

研究分野： 社会医学
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１．研究開始当初の背景 
 
国家間および国家内における近年の死亡

率の動向として、国家間における死亡率の格
差の増大と、国家内における社会経済的要因
による死亡率の格差の増大が挙げられる。日
本においても、職業別死亡率は、どの職種に
おいても改善傾向であるが、職種間の死亡率
格差はむしろ増大傾向にある。 
 
社会経済的要因による健康格差の原因と

して、欧米諸国における先行研究により、①
生活習慣や健康行動の社会経済的要因によ
る格差、②職域の心理社会的ストレスの格差、
③仕事と家庭のバランスの格差、④人生の早
期における社会生活環境の格差などが説明
要因として挙げられている。しかし、こうし
た説明は、欧米諸国においては広く一般に受
け入れられているものの、日本のように、教
育水準や経済水準に大きな格差はないと考
えられる国において、どの程度適用できるの
か明らかではない。 
 
社会経済的要因による健康格差に関する

研究としては、ロンドン大学ユニバーシテ
ィ・カレッジが実施している英国の国家公務
員を対象とした追跡研究（ホワイトホール研
究）がある。我々は、英国公務員研究で使用
された質問票の翻訳・逆翻訳の手続きを経た
日本語版質問票を用いて、日本の公務員を対
象とした調査を実施している。また、ヘルシ
ンキ大学も公務員を対象にした比較可能な
調査を行っている。 
 
我々は、上記の日本、英国、フィンランド

の公務員を対象に実施している疫学調査に
おいて、社会経済的指標と健康指標や生活習
慣との関連性があるかを横断的に明らかに
した。その結果、日本・英国・フィンランド
とも職階による健康格差や生活習慣格差を
認めたが、格差の程度やパターンは異なって
いた。日本は心理社会的ストレス指標におい
て他国より格差が大きい傾向にあったが、生
活習慣の格差は小さい傾向にあった。 

 
健康格差については、身体的健康度につい

ては日本・英国・フィンランドともに職階が
低い人に健康度の低い人が多かった。精神的
健康度については日本と英国は職階が低い
人に健康が低い傾向にあったが、フィンラン
ドでは職階と健康度との関係は日英と逆で
あった。ストレス格差の健康度への寄与につ
いては、ストレス格差が大きい傾向にあった
日本においては、ストレス格差調整後の健康
格差は縮小傾向にあった。したがって、健康
リスク要因の格差が大きい国においてその
国の健康格差が大きい傾向にあるという関
係があった。 

 
性差についても同様であった。日本は健康

度の性差が 3 か国の中で最大であったが、心
理社会的ストレスの性差も最も大きく、スト
レスの性差を調整すると健康度の性差が最
も縮小した。 
 
２．研究の目的 
 
 そこで、今回の研究期間では、引き続き、
社会経済的要因と各種健康リスク指標や健
康指標との関連性を横断的に明らかにする
と同時に、縦断的研究による社会経済的要因
による健康格差に関する国家間の異同を明
らかにする。 
 
３．研究の方法 
 
日本公務員研究は、ロンドン大学ユニバー

シティ・カレッジが実施してきた英国公務員
研究の協力を得て、第 1 回研究を 1998 年に
実施した。その後、第 2回研究を 2003 年に、
第 3 回研究を 2008 年に、第 4 回研究を 2013
年に実施した。また、ヘルシンキ大学は、フ
ィンランドの公務員を対象にした公務員研
究を実施している。対象者は、英国約 7000
人、日本約 5000 人、フィンランド約 8000 人
である。 
 
日本公務員研究とフィンランド公務員研

究においては、英国公務員研究で使用された
質問票を翻訳・逆翻訳の手順を経た各国版の
質問票を使用しており、心理社会的ストレス
等の健康リスク指標や健康指標を3か国間で
比較可能な状態となっている。 
3 か国間で比較可能な評価項目は、以下の

通りである。 
 
① 社会経済的地位：職位や職階 
② 健康リスク行動：喫煙、飲酒、運動習慣、

食習慣 
③ 職域における心理社会的要因：裁量度、

要求度、支援度 
④ ワークライフバランス：仕事が原因で家

庭生活に影響がでるか、家庭生活が原因
で仕事に影響がでるか 

⑤ 仕事の満足度 
⑥ 健康指標：健康関連 QOL、睡眠の量と質、

病休、入院 
 
４．研究成果 
 
健康行動（喫煙、飲酒、運動、食事）や肥

満については、日本では職階による格差が横
断的にほとんど認められなかったが、縦断的
にみても拡大傾向はなかった。英国とフィン
ランドについては、横断的に格差が存在し、
縦断的には格差が拡大した。 
 
心理社会的ストレス（裁量度と要求度）や

精神的身体的健康度については、日本、英国、
フィンランドにおいて、程度の差こそあれ職



階が低いほど健康度が低いという格差が横
断的に認められた。さらに、精神的身体的健
康度の格差は、英国とフィンランドでは縦断
的にみて拡大したのに対して、日本では縦断
的にみて格差の拡大傾向を認めなかった。 
  
以上から、日本の社会経済的要因による 

健康格差は、心理社会的ストレスや健康度に
ついては英国やフィンランドと類似してい
たが、健康行動の格差については英国とフィ
ンランドと相違して格差が小さいという特
徴があった。さらに、縦断的にみた場合、英
国やフィンランドにおいては健康行動や健
康度の格差が拡大する傾向にあったが、日本
においては拡大する傾向にないなど国家間
の異同があった。したがって、日本における
健康格差の縮小のためには、心理社会的スト
レスにより焦点を置いた対策が求められる
ことが示唆された。 
 
社会経済的要因による健康格差に関する

研究の多くは、社会的文化的背景が異なる欧
米諸国における研究であり、本邦においては、
社会経済的要因による健康格差の程度やパ
ターン、および、その健康格差の背景に関す
る研究はほとんどなかった。我々の一連の研
究により、日本は、英国やフィンランドと比
較して、健康格差や健康リスクの社会的な分
布のパターンに類似した部分と異なる部分
とがあり、背景構造は単純ではないことがわ
かった。 
 
今回の研究は、本邦において十分に研究さ

れてこなかった研究である。また、社会経済
的要因による健康格差に関する国家間の異
同に関する結果は、国の社会的文化的背景に
基づいた、社会経済的要因による健康格差の
是正のための特異的で効率の良い公衆衛生
政策に貢献できる。 
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